
（単位：百万円）

(ア) 362,667 352,502 10,165

(イ) 345,979 334,299 11,680

(ア)-(イ)=(ウ) 16,688 18,203 ▲ 1,515

(エ) 3,260 5,661 ▲ 2,401

(ウ)-(エ) 13,428 12,542 886

実質収支の前年度との差 886 ▲ 2,888 3,774

（単位：百万円）

（臨時財政対策債） 296,447 281,990 14,457

（臨時財政対策債除き） 368,291 382,606 ▲ 14,315
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歳 入 歳 出差 引額

歳 入 総 額

財政調整型基金とは、財政調整基金、県立公共施設等建設基金、減債基金、大規模事業基金及び長寿社会
対策推進基金をいう。

地方債現在高
（一般会計ベース）

 (注)

664,596

単 年 度 収 支

664,738

財政調整型基金残高

平成24年度
（B)

45,104

平成２５年度　一般会計決算

　平成２５年度一般会計は、国の経済対策補正等に伴う国庫支出金の増加
及び基金事業の実施に伴う繰入金の増加、また、地方法人特別譲与税が増
加した影響で、歳入は前年度を１０２億円上回りました。
　歳出においては、災害復旧費への支出が減少したものの、公共事業の本
県への配分額の増加等により、普通建設事業費が大幅に増加し、前年度を
１１７億円上回りました。この結果、実質収支、単年度収支ともに前年度
を上回りました。
　財政調整型基金の残高は４５２億円と対前年度で微増しましたが、一方
で、地方債現在高は臨時財政対策債の増により６，６４７億円と増加して
おり、引き続き厳しい財政運営が続いています。

区　　　分

平成25年度
（A)

平成24年度
（B)

翌年度へ繰越すべき財源

平成25年度
（A)

比較
（A)-（B)

１　総括

45,225

比較
（A)-（B)
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歳 出 総 額

２　その他

区　　　分

実 質 収 支

担当課 財政課

（担当者） （亀井）

電話 0857-26-7043

資 　料 　提 　供

平成26年8月21日



歳　　入
（単位：百万円、％）

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A)-(B) 増減率

45,889 12.6 44,507 12.6 1,382 3.1 
11,197 3.1 11,292 3.2 ▲ 95 ▲ 0.8 

10,552 2.9 9,110 2.6 1,442 15.8 
150 0.0 157 0.0 ▲ 7 ▲ 4.5 

138,031 38.1 137,307 39.0 724 0.5 
167 0.0 180 0.1 ▲ 13 ▲ 7.2 

1,125 0.3 852 0.2 273 32.0 
3,142 0.9 3,261 0.9 ▲ 119 ▲ 3.6 

59,739 16.5 52,337 14.8 7,402 14.1 
1,288 0.4 1,029 0.3 259 25.2 

398 0.1 95 0.0 303 318.9 
12,968 3.6 9,719 2.8 3,249 33.4 
18,204 5.0 19,607 5.6 ▲ 1,403 ▲ 7.2 
10,262 2.8 11,534 3.3 ▲ 1,272 ▲ 11.0 
49,555 13.7 51,515 14.6 ▲ 1,960 ▲ 3.8 

（ う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ） 27,183 7.5 28,189 8.0 ▲ 1,006 ▲ 3.6 

362,667 100.0 352,502 100.0 10,165 2.9 

平成25年度 平成24年度 比較
区　　分

県 税
地 方 消 費 税 清 算 金
地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金
分 担 金 及 び 負 担 金
使 用 料 及 び 手 数 料
国 庫 支 出 金
財 産 収 入
寄 附 金

合　　　　　　計

繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
県 債

地方交付税

38.1%

国庫支出金

16.5%

県債

13.7%

県税

12.6%

その他

19.1%

平成25年度

地方交付税

39.0%

国庫支出金

14.8%

県債

14.6%

県税

12.6%

その他

19.0%

平成24年度

《増減の主なもの》 （単位：百万円）

（県税） （財産収入）
法人二税 8,437 → 9,767 ( + 1,330 ) 不動産売払収入 293 → 552 ( + 259 )
県民税株式譲渡所得割 37 → 451 ( + 414 )
都道府県たばこ税 1,233 → 736 ( ▲ 497 ) （寄附金）

ふるさと納税 42 → 336 ( + 294 )
（地方譲与税）
地方法人特別譲与税 7,071 → 8,548 ( + 1,477 ) （繰入金）

緑の産業再生プロジェクト基金繰入金 590 → 3,355 ( + 2,765 )
（地方交付税） 地域の元気・公共投資臨時基金繰入金 0 → 1,690 ( + 1,690 )
普通交付税 134,419 → 135,130 ( + 711 ) 地域医療再生基金繰入金 1,409 → 2,566 ( + 1,157 )

介護保険財政安定化基金繰入金 1,513 → 23 ( ▲ 1,490 )
（分担金及び負担金） 鳥取力創造運動推進基金繰入金 784 → 305 ( ▲ 479 )
国営土地改良事業負担金 0 → 216 ( + 216 ) 緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金 2,723 → 2,451 ( ▲ 272 )

（国庫支出金） （繰越金）
社会資本整備総合交付金 7,779 → 23,489 ( + 15,710 ) 純繰越金 15,430 → 12,542 ( ▲ 2,888 )
地域の元気臨時交付金 0 → 7,817 ( + 7,817 )
地域自主戦略交付金 7,294 → 3,902 ( ▲ 3,392 ) （諸収入）
災害復旧事業国庫補助負担金 4,062 → 869 ( ▲ 3,193 ) 雑入 3,770 → 2,571 ( ▲ 1,199 )
森林整備加速化・林業再生事業交付金 3,804 → 1,738 ( ▲ 2,066 ) 宝くじ収入 1,919 → 1,677 ( ▲ 242 )
医療施設耐震化臨時特例交付金 1,192 → 0 ( ▲ 1,192 )
緊急雇用創出事業臨時特例交付金 2,240 → 1,319 ( ▲ 921 ) （県債）
子育て支援対策臨時特例交付金 1,047 → 311 ( ▲ 736 ) 公共事業等債 12,468 → 16,119 ( + 3,651 )
義務教育国庫負担金 8,988 → 8,574 ( ▲ 414 ) 緊急防災・減災事業債 2,019 → 354 ( ▲ 1,665 )
介護基盤緊急整備等臨時特例交付金 334 → 0 ( ▲ 334 ) 災害復旧事業債 1,875 → 480 ( ▲ 1,395 )

臨時財政対策債 28,189 → 27,183 ( ▲ 1,006 )
一般単独事業債 6,080 → 5,074 ( ▲ 1,006 )



歳　出（目的別）
（単位：百万円、％）

決算額(A) 構成比 決算額(A) 構成比 (A)-(B) 増減率
834 0.2 891 0.3 ▲ 57 ▲ 6.4 

28,307 8.2 23,679 7.1 4,628 19.5 
42,367 12.2 43,711 13.1 ▲ 1,344 ▲ 3.1 
13,676 4.0 13,097 3.9 579 4.4 
4,929 1.4 6,502 1.9 ▲ 1,573 ▲ 24.2 

29,913 8.6 26,949 8.0 2,964 11.0 
10,584 3.1 12,429 3.7 ▲ 1,845 ▲ 14.8 
58,875 17.0 46,547 13.9 12,328 26.5 
16,108 4.7 15,590 4.7 518 3.3 
67,391 19.5 68,117 20.4 ▲ 726 ▲ 1.1 
1,674 0.5 6,082 1.8 ▲ 4,408 ▲ 72.5 

58,922 17.0 58,445 17.5 477 0.8 
12,399 3.6 12,260 3.7 139 1.1 

345,979 100.0 334,299 100.0 11,680 3.5 

平成25年度 平成24年度 比較
区　　分

合　　　　　　計

議 会 費
総 務 費
民 生 費

警 察 費

衛 生 費

土 木 費

諸 支 出 金
公 債 費

教 育 費

労 働 費
農 林 水 産 業 費
商 工 費

災 害 復 旧 費

教育費

20.4%

公債費

17.5%

土木費

13.9%

民生費

13.1%

農林水産業費

8.0%

総務費

7.1%

その他

20.0%

教育費

19.5%

公債費

17.0%

土木費

17.0%

民生費

12.2%

農林水産業費

8.6%

総務費

8.2%

その他

17.5%

平成25年度
平成24年度

《増減の主なもの》 （単位：百万円）

（総務費） （商工費）
地域の元気・公共投資臨時基金造成 0 → 5,070 ( + 5,070 ) 鳥取県版経営革新支援事業 262 → 408 ( + 146 )
参議院議員選挙費 0 → 304 ( + 304 ) 企業立地事業補助金 2,606 → 2,710 ( + 104 )
原子力対策事業費 59 → 342 ( + 283 ) 地域総合整備資金貸付事業 1,200 → 0 ( ▲ 1,200 )
高等教育機関等支援事業 1,053 → 55 ( ▲ 998 ) まんが王国発ソフトパワー事業 943 → 279 ( ▲ 664 )

（民生費） （土木費）
自立支援給付費（介護給付費等） 2,599 → 2,799 ( + 200 ) 一般公共事業 25,889 → 36,474 ( + 10,585 )
後期高齢者医療制度財政支援事業 7,446 → 7,587 ( + 141 ) 単県公共事業 3,748 → 4,632 ( + 884 )
安心こども基金造成 1,050 → 311 ( ▲ 739 ) 公営住宅整備事業 833 → 1,096 ( + 263 )
介護保険運営負担金事業 8,942 → 8,328 ( ▲ 614 ) 殿ダム水源対策事業 131 → 345 ( + 214 )
社会福祉施設等施設整備事業 688 → 111 ( ▲ 577 ) 直轄道路事業費負担金 3,603 → 3,778 ( + 175 )

（衛生費） （教育費）
地域医療再生基金事業 1,371 → 2,399 ( + 1,028 ) 受託発掘調査事業（山陰道「鳥取西道路」） 736 → 1,785 ( + 1,049 )
地域医療再生基金造成 8 → 895 ( + 887 ) 職員人件費 49,191 → 48,226 ( ▲ 965 )
医療施設耐震化臨時特例基金造成 1,193 → 0 ( ▲ 1,193 ) 青谷上寺地遺跡史跡指定地公有化・保存活用事業 213 → 7 ( ▲ 206 )

県立高等特別支援学校備品費 230 → 34 ( ▲ 196 )
（労働費）
緊急雇用創出事業臨時特例基金造成 2,245 → 1,248 ( ▲ 997 ) （災害復旧費）
緊急雇用創出事業 2,674 → 2,314 ( ▲ 360 ) 単独災害復旧費 192 → 282 ( + 90 )

建設災害復旧費 3,918 → 1,016 ( ▲ 2,902 )
（農林水産業費） 耕地災害復旧事業 822 → 84 ( ▲ 738 )
一般公共事業 6,633 → 9,018 ( + 2,385 ) 団体営林道施設災害復旧事業 553 → 27 ( ▲ 526 )
緑の産業再生プロジェクト事業 596 → 2,852 ( + 2,256 )
木質バイオマス発電等推進事業 0 → 578 ( + 578 ) （公債費）
緑の産業再生プロジェクト基金造成 3,821 → 1,754 ( ▲ 2,067 ) 元金 48,514 → 49,413 ( + 899 )

利子 9,912 → 9,485 ( ▲ 427 )



歳　出（性質別）
（単位：百万円、％）

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A)-(B) 増減率
88,882 25.6 90,112 27.0 ▲ 1,230 ▲ 1.4 
5,174 1.5 5,326 1.6 ▲ 152 ▲ 2.9 

74,143 21.4 71,304 21.3 2,839 4.0 
74,227 21.5 59,225 17.7 15,002 25.3 

補 助 事 業 ( 直 轄 含 む ) 57,542 16.6 43,710 13.1 13,832 31.6 
単 独 事 業 16,194 4.7 15,220 4.6 974 6.4 
受 託 事 業 491 0.1 295 0.1 196 66.4 

1,608 0.5 5,707 1.7 ▲ 4,099 ▲ 71.8 
58,898 17.0 58,426 17.5 472 0.8 
11,422 3.3 11,735 3.5 ▲ 313 ▲ 2.7 
3,014 0.9 4,715 1.4 ▲ 1,701 ▲ 36.1 

28,611 8.3 27,749 8.3 862 3.1 
345,979 100.0 334,299 100.0 11,680 3.5 

平成25年度 平成24年度 比較
区　　分

貸 付 金
積 立 金

合　　　　　　計

人 件 費
扶 助 費
補 助 費 等

公 債 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

そ の 他 の 経 費

人件費

25.6%

普通建設事

業費

21.5%補助費等

21.4%

公債費

17.0%

積立金3.3%

扶助費

1.5%

その他

9.7%

人件費

27.0%

補助費等

21.3%
普通建設事

業費

17.7%

公債費

17.5%

積立金3.5%

災害復旧事業

1.7%

その他

11.3%

平成25年度 平成24年度

《増減の主なもの》 （単位：百万円）

（人件費） （災害復旧事業費）
職員人件費（退職手当除く） 78,063 → 76,482 ( ▲ 1,581 ) 単独災害復旧費 192 → 282 ( + 90 )
退職手当 7,630 → 7,782 ( ＋ 152 ) 建設災害復旧費 3,918 → 1,016 ( ▲ 2,902 )

耕地災害復旧事業 822 → 84 ( ▲ 738 )
（扶助費） 団体営林道施設災害復旧事業 553 → 27 ( ▲ 526 )
障がい児入所給付費等 461 → 349 ( ▲ 112 )
児童扶養手当支給事業 127 → 70 ( ▲ 57 ) （公債費）

元金 48,514 → 49,413 ( + 899 )
（補助費等） 利子 9,912 → 9,485 ( ▲ 427 )
鳥取県緑の産業再生プロジェクト基金（復興関連予算）返還金 0 → 1,592 ( ＋ 1,592 )
参議院議員選挙費 0 → 304 ( ＋ 304 ) （積立金）
エネルギーシフト加速化事業 151 → 384 ( ＋ 233 ) 地域の元気・公共投資臨時基金造成 0 → 5,070 ( ＋ 5,070 )
自立支援給付費（介護給付費等） 2,599 → 2,799 ( ＋ 200 ) 緑の産業再生プロジェクト基金造成 3,821 → 1,754 ( ▲ 2,067 )
鳥取県版経営革新支援事業 262 → 408 ( ＋ 146 ) 医療施設耐震化臨時特例基金造成 1,193 → 0 ( ▲ 1,193 )
後期高齢者医療制度財政支援事業 7,446 → 7,587 ( ＋ 141 ) 環境学術研究基金造成 1,053 → 55 ( ▲ 998 )

緊急雇用創出事業臨時特例基金造成 2,245 → 1,446 ( ▲ 799 )
（普通建設事業費）
一般公共事業 32,522 → 45,491 ( ＋ 12,969 ) （貸付金）
鳥取県地域医療再生基金事業 1,371 → 2,399 ( ＋ 1,028 ) 地域総合整備資金貸付金 1,200 → 127 ( ▲ 1,073 )
単県公共事業 3,784 → 4,782 ( ＋ 998 ) 商工制度金融貸付金 1,540 → 1,046 ( ▲ 494 )
緑の産業再生プロジェクト事業 596 → 1,260 ( ＋ 664 )
木質バイオマス発電等推進事業 0 → 578 ( ＋ 578 ) （その他の経費）
直轄河川海岸事業費負担金 1,046 → 422 ( ▲ 624 ) 受託発掘調査事業（山陰道「鳥取西道路」） 736 → 1,785 ( + 1,049 )
青谷上寺地遺跡史跡指定地公有化・保存活用事業 213 → 7 ( ▲ 206 ) 原子力対策事業費 59 → 342 ( + 283 )

まんが王国発ソフトパワー事業（物件費） 668 → 200 ( ▲ 468 )



１　公債費負担比率（普通会計）

区　　分 １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５

本　　　　 県 23.3 25.0 25.4 24.1 24.5 23.4 21.3 25.4 22.7 23.3 23.2

全国都道府県 19.8 19.9 19.3 19.4 18.6 19.3 21.0 21.2 21.7 22.2 －

注）

２　経常収支比率（普通会計）

区　　分 １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５

本　　　　 県 83.4 89.0 91.5 92.8 94.7 90.6 91.9 86.5 88.8 89.4 88.6

全国都道府県 90.8 92.5 92.6 92.6 94.7 93.9 95.2 90.9 93.9 94.1 －

注）

３　財政力指数

区　　分 １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５

本　　　　 県 0.23 0.23 0.24 0.26 0.27 0.27 0.27 0.26 0.26 0.24 0.24

全国都道府県 0.41 0.41 0.43 0.46 0.50 0.52 0.52 0.49 0.47 0.46 －

注） 財政力指数とは、地方公共団体の財政力の強弱を表す指標であり、基準財政収入
額の基準財政需要額に対する割合の過去３カ年の平均値をいう。

主な財政指標等

公債費負担比率とは、公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割
合をいう。

経常収支比率とは、歳出総額の内の経常的経費に充当された一般財源の経常一
般財源総額に対する割合をいう。


